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研究の背景  



国 
 

 
 

 
 

 
 

民 

○ がん予防の推進 
○ がん検診の質の向上等 

がん予防及び早期発見の推進 

○ 専門的な知識及び技能を有する医師 

  その他の医療従事者の育成  
○ 医療機関の整備等  
○ がん患者の療養生活の質の維持向上 
○ がん医療に関する情報の収集提供 
  体制の整備等 

がん医療の均てん化の促進等 

○ がんに関する研究の促進 
○ 研究成果の活用 
○ 医薬品及び医療機器の早期承認に 
 資する治験の促進 
○ 臨床研究に係る環境整備 

研究の推進等 

がん対策基本法（平成１９年４月施行） 

がん対策を総合的かつ計画的に推進 

が
ん
対
策
推
進
協
議
会 

地方公共団体 

連携 

がん対策推進基本計画 
 

具体的な目標及びその達成の 
時期を定める 

厚生労働大臣 
がん対策推進基本計画案の作成 

都道府県 
都道府県がん対策推進計画 

 

がん医療の提供の状況等を 
踏まえ策定 

国 



がん対策推進基本計画（H24年6月）抜粋 

 「4.がんの予防」の個別目標 
 喫煙率：H34までに成人12%、未成年者0%、受動喫煙H34までに行政・医療

機関0%、家庭3%、飲食店15%、職場はH34までに0%  
 感染（HPV, HCV, HBV, HP）に起因するがんへの対策 
 生活習慣の改善：「ハイリスク飲酒者の減少」「運動習慣者の増加」 
             「野菜と果物摂取量の増加」「塩分摂取量の減少」等 

 
 「5.がんの早期発見」の個別目標 

 5年以内に科学的根拠のあるがん検診の実施 
 5年以内にすべての市町村が精度管理・事業評価を実施 
 がん検診（胃・肺・大腸・乳・子宮頸）の受診率を5年以内に50% 
  （胃、肺、大腸は当面40%）を達成 

 
 「8.がんの教育・普及啓発」の個別目標 

 子どもに対しては、５年以内に、教育活動の実施を目標とする。 
 国民に対しては、がんの普及啓発活動をさらに進める。 
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がん予防対策・検診受診率向上対策の現状 

 現時点では、国などによる系統的ながん予防対策や検診受診率向
上対策は十分行われておらず、実施主体に一任   

 自治体などの現場においては、十分な資金的・専門的・人員的サポ
ートが得られないまま、担当者の意欲や能力・環境に依存した場当た
り的な対応 
 例）がん検診受診率：20～30％ 
     ←がん対策推進基本計画の目標は50％   

 そもそも、現状の資金・人員で実現可能な普及啓発を行うためには、
各実施主体の努力に任せるのではなく、国が主導となり、自治体担
当者の現状に即した手厚いサポートが必要  

 方法についても、これまでの対策では不十分なことは明らか⇒新しい
効果的・革新的な方法の開発が必要 
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【プロジェクト・事業型課題】 
 ① 競争的資金にはなじまない調査研究・基盤整備研究 
  （e.g. がん登録等の事業、各種インフラストラクチャー整備） 
  
 ② 特別枠・要望枠等によるプロジェクト型研究 
  （e.g. 公衆衛生領域、国際・アジア戦略） 
 
【補完的課題】 
 ③ 上記①・②以外で、我が国のがんの高度先駆的医療開発 
        またはがん対策を推進する上で意義・必要性がある研究 

国立がん研究センターがん研究開発費で行う研究とは 

がん研究開発費で行う研究 

*がん研究開発費23-A-6「がん研究企画と評価の方法論に関する研究」班の議論に基づく提案より 

本研究は、がん研究開発費で重点的に行う課題として、 

国民に向け、がん予防とがん検診の普及啓発を行う 

 



まとめ：がん予防およびがん検診の普及啓発 

 がん予防の実践およびがん検診受診の普及啓発は、 
   がん対策推進基本計画の重点課題を進めるために必須 
 
 国立がん研究センターが一丸となって正面から取り組むべき 
  根源的かつ重要なミッション 

 
 がん予防およびがん検診受診について、エビデンスが十分な方法 
  があるにも関わらず、国民には実践されていない 

 
 これまでの普及啓発方法では達成できないのは明らか。 
  しかし、予算、リソースは限られている。 

  

新しい効果的・革新的な方法が必要 
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研究の目的 

 本研究では、がん対策情報センター、がん予防・検診研究センター
を中心に、国立がん研究センターが一丸となって、がん予防の実践
およびがん検診受診に関して、普及方法を開発し、実際の普及啓
発を全国規模で行う 

 

 各地域におけるがん対策の後方支援を目的に、普及方法やツール
を行政、自治体や学校等に提供し、現場での普及を効率化・活性
化することで、中央（国立がん研究センター）と現場との相乗効果に
よる普及を目指す 
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国立がん研究センターの使命として、 

国のがん対策推進のために行う事業的研究 



研究プロジェクト 

がん対策
の推進 

普及方法の 
開発 
＋ 

全国展開 

9 

がん予防 
（禁煙、野菜、 
身体活動） 

がん検診 
がん総合 
（子どもの 
教育） 
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研究の特徴  



研究の特徴：ソーシャルマーケティングの活用 

 従来より、がん予防や検診受診率向上に関する対策、研究
が行われてきたが、十分な成果が得られていない 

 これまでとは異なる新しい普及方法が必要 
 
 

 ソーシャルマーケティングの活用 
 費用効果を重視し、徹底した市場調査に基づき商品等のプロモ

ーションを行うマーケティング手法を、公衆衛生に取り入れ、一
般市民への普及啓発を戦略的に行う取り組み 

 欧米で国の施策として取り入れられ始めた先駆的取り組み 
 アメリカ：NCI など 
 イギリス：National Social Marketing Centre（2006） 
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研究の特徴：全国展開、新しい社会規範の醸成 

 全国規模での普及を目指す 
 第一段階：コンテンツの作成・限られた対象での普及・評価 

 第二段階：全国規模の普及 
 自治体、民間企業・団体などの特徴に応じた即効性の高い働きかけ 

 

 がん予防・がん検診に関する新しい規範を形成し、メディ

ア等を戦略的に活用 
 新しい社会規範の醸成やメディアの活用には、正しい情報を適切な方

法で伝えるという責任も伴う 

 がん専門家集団として、研究成果を蓄積し、政策提言や情報発信を行
うことをミッションとする国立がん研究センターだからこそ慎重かつ積極
的に取り入れるべき方法 
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研究期間終了後も見据え、 
より「広く」「長い」普及を目指す 



研究者とマーケティング専門家との協働 

研究者 

 エビデンスの知識、創出 

 調査・研究の専門家 
 疫学調査、面接調査 

 効果測定、評価 

 発信するメッセージの信頼性 

 「伝えること」の素人 
 「まじめ」で「面白みがない」 

 ありきたりのメッセージ 

 「センス」の不足 

強み 

弱点 

 「伝えること」の専門家 
 どう伝えれば「面白い」か 

 「ヒット」「ブーム」を作る 

 人を動かす（購買意欲、健康ブーム） 

強み 

マーケティングの専門家 

 個々のテーマ（「がん」など）の専門
ではない 

 調査・評価の専門ではない 

専門外 

知
識
・
経
験
・
技
術
の
共
有 

互
い
の
強
み
を
活
か
し
補
完 

研究者の思いつきによる場当たり的な普及は行わない 
→マーケティング・PRの専門家との協働による戦略的・継続的な普及 



これまでの普及啓発 本研究による新しい取り組み 

エビデンス 
（研究結果） 

学術誌 
報告書など 

・研究者による発信は研究
者・政策担当者内での情
報共有にとどまる 

・普及に関する知識・経験の
不足 

 
 

研究結果が実践に 
いかされない 

一般市民 

ソーシャルマーケティングを活用したがん予防行動・がん検診受診行動の普及 

エビデンス 
（研究結果） 

学術誌 
報告書など 

公衆衛生において、学術分野（academic）と、実践分野
（practice）の間に壁があり、エビデンス（研究結果）が、
実践の場でいかされていない。 

エビデンスを世に広め、がん予防方法を一般市民に普及させるため、研究者、マーケティン
グ専門家、コミュニケーション（PRなど）の専門家のチームによる、戦略的・効果的な普及を
実践するとともに、普及方法を開発し、現場に提供する。 

学術分野 
（エビデンスの創出） 

実践分野 
（普及啓発） 

エビデンス 
（研究結果） 

一般市民 

・現場の普及は、系統的な
方法がとられず場当たり的 

・エビデンスに関する情報や
理解の不足 

・費用効果が考慮されていな
い 

 
 

普及効果が出ない 

研究者 

研究と実践の融合 

行政・自治
体・学校など

の現場 

行政・自治体・学校などの現場 

①エビデンスの整理 
       ↓ 
②対象者の選定：Who 
       ↓ 
③情報開発: What, How 
 （何を、どのように伝えるか） 
       ↓ 
④伝達手段開発: When, Where 
 （いつ、どこで） 

普及準備 

研究者 

マーケティング
専門家 

普及方法の開発による 
ツールの提供 

実際の普及 

・継続可能なキャンペーン 
・PRによるテレビ・新聞などメディア 
 の活用 
・ウェブサイトに加え新しいメディア 
 を活用（SNS、ツイッター、ユー 
 チューブなど） 

      期待される成果：がん予防行動・がん検診受診行動を戦略的・効果的に普及し、かつ普及のための方法論を確立 
     普及による直接効果（行動変容）、方法論の開発、メディアの活用による新しい社会規範（social norm）の醸成、 
    普及パッケージを行政・自治体・学校など現場に提供→メディアを活用した中央からの普及（本研究）と現場からの普及による相乗効果 

普及方法の評価 

・普及による直接効果の測定 
・費用効果の分析（広告換算など） 

ソーシャルマーケ
ティングの手法を活
用した戦略的な普及 

普及方法の提供 

・有効性が評価された普及方法を 
 パッケージとしてウェブサイトなど 
 から提供 
・具体的なツール（資材）も提供 

コミュニケーショ
ン専門家（PR＋
広告代理店） 



研究班の構成 

主任研究者 

山本 精一郎 国立がん研究ｾﾝﾀｰがん対策情報センター 疫学、生物統計学 

分担研究者 

溝田 友里 国立がん研究ｾﾝﾀｰがん対策情報センター 
 ／がん予防・検診研究ｾﾝﾀｰ 

保健医療社会学 
ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

澤田 典絵 国立がん研究ｾﾝﾀｰがん予防・検診研究ｾﾝﾀｰ 疫学（食事） 

田中 英夫 愛知県がんｾﾝﾀｰ研究所 疫学（禁煙、肝炎） 

岡 浩一朗 早稲田大学ｽﾎﾟｰﾂ科学学術院 行動医学、健康心理
学（運動） 

平井 啓 大阪大学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ・ｾﾝﾀｰ 心理学 

斎藤 博 国立がん研究ｾﾝﾀｰがん予防・検診研究ｾﾝﾀｰ がん検診 

 方法論の専門家と各普及テーマの専門家で構成 



民間の研究協力体制 

 研究の初期の段階から、マーケティング、PR（パブリックリレーション）
の実務者やメディア関係者を研究協力者として研究班のメンバーに
組み込む 
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研究協力者 

林 英恵 
玉村 文平 

㈱ﾏｯｷｬﾝﾍﾙｽｹｱﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ 広告代理店 

福吉 潤 
遠峰 良美 
下田 哲広 

㈱キャンサースキャン マーケティング・ 
ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

増田 英明 ㈱電通パブリックリレーションズ ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾘﾚｰｼｮﾝｽﾞ
(PR） 
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平成24年度（2年次）の活動のポイント  



ポイント（1） 
1．全国展開 
 研究班の目的「全国規模での普及を目指す」 
 第一段階：コンテンツの作成・限られた対象での普及・評価 
 第二段階：全国規模の普及 

 平成24年度（2年次）より本格的に全国展開を開始。詳しくは結果概要で… 
 

2．がん対策（健康政策）への働きかけ 
 1年次最も欠けていた部分 
 それぞれの立場も使いつつ、がん対策への働きかけを行う 
 山本精一郎主任研究者：内閣官房医療イノベーション推進室（企画官） 
 斎藤博分担研究者：厚生労働省がん検診のあり方に関する検討会（構成員） 
 厚生労働省がん対策・健康増進課への働きかけ 

 
3．行政担当者、企業などへの働きかけ 
 研究班と自治体がん対策担当者との直接のパイプ（コンサルテーション） 
 テーマに応じて、民間企業とのコラボレーションを検討 
 企業経営者など向けに、従業員のがん予防・検診受診促進ツールを開発中 
 従業員の健康に加え、経済的効果も示す（医療経済専門家の協力による試算） 18 



4．研究成果の公表・普及 
 国民、行政担当者、研究者など、それぞれに向けた情報発信 
 メディアとの連携（1年次からの継続的な研究班の取材） 
 ウェブサイト立ち上げ（各普及対象者向けページ、行政担当者向けページなど） 
 研究成果の発表（自治体での現場担当者への講演、医療福祉系大学・大学院での 
             将来保健・福祉を担う予定の学生への講義、学会・論文） 

 
5．効果測定 
 最終的な指標：がん死亡 
 研究テーマごとの指標：既存統計を利用した喫煙率、野菜摂取量、身体活動量、 
                がん検診受診率など 
 研究期間内の中間指標：‘風潮作り’←対象者を含む社会の認識の変化、 
                  自治体などへの導入割合など 
 1年次より、ベースラインデータを収集（それぞれ国民、自治体を対象） 
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ポイント（2） 



20 

  

平成24年度（2年次）のテーマの追加  



これまで使われてきたがんの原因のデータ 



日本人について 

がん研究開発費「科学的根拠に基づく発がん性・がん予防効果の評価とがん予防ガイドライン提言に関する研究」 



最新の日本人のがんの原因（男女） 

2012年発表の論文をもとに研究班で試算 

23 （Inoue M et al. Ann Oncol 23:1362–69,2012） 



肝炎ウイルス検査の受診率向上対策の現状 

 H14年度から国のC型肝炎対策として、40～70歳までの老人保健法に基づく健
康診査の受診者に対し、5歳刻みで節目検診としてウイルス検査を実施 

 目標はH14年度からの5年間で全員受診 
 40歳以上のすべての国民が、生涯に一度検査を受けることが目標 
 受診率向上に関しては実施主体（各自治体）に一任 
 C型肝炎ウイルス検査受診率 

 老人保健法に基づく健康診査受診者における実績：約35％ 
 （厚生労働省、H14年度からの5年間の累計） 
 20～79歳の推計：48.0％ 
 （自己申告17.6％、非認識受検者*30.4％；「H23年度肝炎検査受検状況実態把握事 
  業、客観的受検率は今後の課題）*手術、出産時など 

 がん対策推進基本計画（H24年6月）でも、個別目標として「感染（HPV, HCV, 
HBV, HP）に起因するがんへの対策」が明記 

 
 

24 
研究班でも早急に対策を検討することとした 



研究プロジェクト 

がん対策
の推進 

普及方法の 
開発 
＋ 

全国展開 

25 

がん予防 
（禁煙、野菜、 
身体活動） 

がん検診 
がん総合 
（子どもの 
教育） 



研究プロジェクト 

がん対策
の推進 

普及方法の 
開発 
＋ 

全国展開 
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がん予防 
（禁煙、野菜、 
身体活動） 

がん検診 
がん総合 
（子どもの 
教育） 

肝炎 
ウイルス
検査受診 
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研究の内容と進捗  



   

ソーシャルマーケティングの手法を用いた本研究の流れ 

ソーシャルマーケティング調査と 
戦略策定（1～2年目） 

綿密なソーシャルマーケティング調査 
を積み重ね、普及啓発の戦略を策定 
 
－「Who：ターゲット」 
－「What：メッセージ」 
－「How：アプローチ」 

取り組み 

目的とポイント 

調査研究 

調査(5) 

 セグメン 
テーション 

 ＋ 
   行動科学 
モデル構築 

現状把握 

  対象への 
コミュニケーション 

戦略分析 

 コンセプト／ 
 メッセージの 
 開発・評価 

 クリエイティブ 
（普及資材）の 
制作・評価 

調査(6) 

WHO WHAT HOW 普及・評価 

調査(3)＋(4) 
Habit & Practice 
調査による対象者 
 の理解 

調査(2) 

調査(1) 

      

     対象の 
  情報環境分析 

     メディア 
    プランニング 
    ＋ 
    PR 
 

調査(7) 調査8 

普及の実施 
   ＋ 
モニタリング 

効果測定 
（直接効果、 

費用効果など） 

   

方法論の確立 
 

普及方法、具体的
ツールなどの発信 

普及方法の確立と発信 

○普及方法の評価と問題点  
 の改善により、方法を確立 

↓ 
○ツールを現場（自治体、 
 学校等）に提供 
⇒中央と現場からの普及の 
 相乗効果 

具体的計画作成
（2年目） 

普及の実施と 
評価（2~3年目） 

普及方法論の確立
と発信（2～3年目） 

○効果的・効率的に「普及」するための 
 具体的方法を検討 
○普及啓発の実施 
 －研究班による普及と全国展開 
○モニタリング、プロセス評価、普及効果測定 



第二段階 
（全国展開） 

第一段階 
（資材開発） 

禁煙 

大学生 
「就職を機にたばこをやめよう」 
たばこは就活を不利にする 

  資材改良 
・キャンペーン評価 
・「風潮」ベースライン
意識調査（大学生、
企業人事担当） 

  全国展開 
・「風潮」ベースラ 
 イン意識調査（大学
生、企業人事担当） 
・全国キャンペーン 

全国展開／ 
効果測定 

・全国キャンペーン 
・「風潮」意識調査 

資材・メッセージ開発 
・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・対象限定のキャンペーン 
・メディアキャンペーン 
（新聞、TV、サイトなど） 

 資材・メッセージ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・乳がん、大腸がん検診 
 「無関心者」「関心者」 
 「意図者」ｽﾃｰｼﾞごとの 
 ﾒｯｾｰｼﾞの開発 
・RCTによる効果検証 

資材開発 
・大腸、五がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・ｺｰﾙ・ﾘｺｰﾙﾏﾆｭｱﾙ 

全国展開 
・都道府県モデル事業 
・ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ事業 

   全国展開 
・都道府県・市区町村 
 ワークショップ 

資材開発 
・乳がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・ｺｰﾙ・ﾘｺｰﾙﾏﾆｭｱﾙ 

資材開発 
・子宮がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・受診勧奨ハガキ 

    全国展開 
・都道府県ﾓﾃﾞﾙ事業 
・ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ事業 

   効果測定 
・ｺｰﾙﾘｺｰﾙ導入割合 
・受診率 

がん検診 
都道府県が主体となって 

市区町村をサポートする 

「自立的・継続的な受診 

 勧奨」 

資材・メッセージ開発 
・設定、展開、シナリオ、ラフ原稿、コラム作成 
・各段階で小学生・中学生・患者・がん専門医 
 などにﾋｱﾘﾝｸﾞ 

全国展開／効果測定 
・学研を通し全国の国公私立小学校23,500  
 校、公立図書館3,000館に寄贈（決定） 
・自治体がん対策への組み込み、学童保育 

子どもの教育 
小学生 学研まんがでよく 
わかるシリーズ『がんのひみつ』 
「がんとともにある社会」 

40歳以上の検査未受診者or自治体担当者 
「肝炎ウイルスの有無を知ろう（一度は検査）」 

肝炎ウイルス検査  資材・メッセージ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・ﾒｯｾｰｼﾞ、資材、普及方法の検討 

40～50歳代男性 
「適正体重を維持しよう」 

野菜・身体活動 × 身体活動 
ﾒｯｾｰｼﾞ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
 ﾃｨﾝｸﾞ調査 

  野菜摂取 
ﾒｯｾｰｼﾞ開発 

  ・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
 ﾃｨﾝｸﾞ調査 

  資材開発 
  ・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
  ﾃｨﾝｸﾞ調査 
・全国展開準備 

前身研究班 1年次 
2年次 3年次（予定） 

テーマと進捗・予定 
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禁煙：就職を機にたばこをやめよう 
 ーたばこは就活を不利にするー 
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これまでの取り組みのまとめ 



第一段階（普及資材・メッセージ開発）まとめ 

32 

 メッセージ 
 「就職を機にたばこをやめよう」 
  ーたばこは就活を不利にするー 

 コンテンツ作成 
 TRUE FALSEキャンペーン 
 エビデンス構築：企業の人事担当者を 
  対象とした調査 
 禁煙方法：大学生のための禁煙方法 
 

  普及 
 PR活動（NHK、共同通信PRワイヤーを 
    始めとするメディアとのタイアップ） 
 調査データの公開（研究班ウェブサイト、報道） 
 ムービー作成→YouTube 
 大学生を対象とするシンポジウム 
 

 
2011.1.14 
大学生を対象とするシンポジウム 



メッセージの広がりー‘風潮づくり’をめざしてー 

33 

 テレビ（3回） 
 新聞（6紙） 
 Yahoo!を始めとするポータル

サイト（31サイト以上） 
 ブログ、Twitter など 

2011.1.5 NHK「お昼のニュース」 
2011.1.5 NHK「biz・スポ」 
各1分30秒 

2011.1.14 NHK「ニュースウオッチ9」 
7分20秒 

↑2011.1.29 
朝日新聞（大阪） 

←2011.1.15 
日本経済新聞（夕刊） 

↑2011.2.2 
東京新聞 
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平成24年度の課題 
ーいかに就活生に広げていくかー 
就活生から就活生に広げていく仕組みはつくれないか？ 



2013年度の就職活動キーワード： 

ソー活（SNSを利用した就職活動） 

35 



就活生の特徴・インサイト（インタビュー結果） 

就活は情報戦。 
ネットや書籍も目を通すが、信頼できるのは 
ゼミ・サークルの友達・先輩からの口コミ。 

当時の流行語は「(情報)ソースどこ？」 
とにかくいろいろな情報が飛び交うので、 

誰から聞くか、情報元は何かが気になる。 

その時期は学校に行く頻度も高いし 
(普段はさほど吸わないのに） 
喫煙スペースに足しげく通う。 

      自分からも積極的に情報発信。 
（情報を隠す人もいるが）結局は、ケチらないほうが 

自分のところにも有利な情報が集まってくる。 

就活時は、情報の収集・発信共に、高いモチベーションが生じる 
情報量がとにかく多いため、その取捨選択にはシビア 
自分の属するコミュニティからの情報は、信頼しやすい 36 



「ソー活（SNSを利用した就職活動）」の広がり 

37 



情報発信型のWebツールの比較 
参加者による情報発信型 参考 

2ch Twitter Facebook Mixi ブログ HP 

ネットワー
クに入るた
めの認証 

一方的 一方的 双方向 双方向 一方的 一方的 

匿名性 匿名 匿名 実名 
匿名 

(とはいえ、知っ
ている人のみ) 

匿名 実名 

交流範囲 
(平均) 

広い 
200~ 
300人 

130人 30人 狭い HP次第 

推定ユーザー
数(日本) 

1004万人 1520万人 N/A 

情報取得 取りに行く 

ネットワーク
内の誰かがア
クションを取
れば自動表示 

ネットワーク
内の誰かがア
クションを取
れば自動表示 

取りに行く 取りに行く 取りに行く 

Facebook（FB）は・・ 
その双方向性・実名性から非常に信頼度が高い 
交流範囲の広さ、および情報が自動表示されるなど、拡散性も高い 
リクルート「リクナビ」がFacebookと連携したソーシャルリクルーティングを開始 38 



Facebook活用例 

39 

就職活動に関する新聞記事 Facebook 



Facebookによる情報の広がり 

A君 

ゼミ 

学生団体 

就活仲間 

・コメント 
・いいね 
・シェア 

↓ 
その話題への意見が飛び交う。 
「めっちゃ好きやねん！行く！」 
「慶応すげぇ」 
「一回話聞いた事あるけど、 
世界観が大きすぎて良く分かんなかった」 

 

サークル 

１１月の就活イベント＠慶応
に宮崎駿が来るらしい！行か

ねば。 
https://ーーーーーーーーー/ 

発
信 

自分が興味のある情報やつぶやきを、自分とFacebook上で繋がるすべての人
に発信できる。また、受け手側も、その情報を手軽にシェアできる。 

40 



就活生から就活生へ情報拡散のイメージ 

①トリガー提供 
(就活イベントでの 

情報提供、等) 

③ある学生が 
FB上で 
シェア 

②アクセス誘導 
(HP、 

FBページ) 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

FB 

・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 

ある学生のコミュニティを起点に他コミュニティへ 

現在、研究班Facebook作成中 
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がん検診：都道府県が主体となって 
     市区町村をサポートする 
    「自立的・継続的な受診勧奨」 
  



43 

これまでの取り組みのまとめ 



未受診者の特性にあわせたリーフレットによる個別受診勧奨 

44 

“どうやって受け
ればいいの？” 

“私は絶対に
大丈夫” 

“がんが見つ
かるのが怖い” 

受診率 4.6％ 受診率4.7％ 受診率7.3％ 従来のリーフレットを 
送付した群 

検診無関心者 
（がんに無関心な層） 

検診関心者 
（がんが怖くて検診が

不安な層） 

検診意図者 
（すでに受けようと思っ

ている層） 

検診未受診者の 
特性 

伝えるメッセージ 「乳がんは今や誰しもが
心配すべき問題です」 

「早く見つけてしまえば
乳がんは治ります」 

わかりやすく具体的な
がん検診受診の方法 

受診率13.3％ 受診率17.3％ 受診率25.5％ 特性にあわせたリーフ 
レットを送付した群 

受診率 

厚生労働科学研究費補助金がん臨床研究事業「受診率向上につながるがん検診の在り方や、普及啓発の方法の開発等に関する研究」 

*東京都における医療保健政策区市町村包括補助事業「がん検診受診率向上事業」にて実施 
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平成24年度の課題 
ーいかに自治体担当者に広げていくかー 
実務を担う市区町村（全国1,742）への働きかけには限界がある。 
都道府県を通して市区町村に広げることはできないか？ 



＜H24～25年度＞ 
・モデル都道府県のサポート 
（＋都道府県を通してのモデ
ル市区町村のサポート＊） 
  
  *都道府県の自立的な支援シス 
    テムの確立を最終目標とする 
    ため、直接は行わない 

モデル都道府県 

研究班 

H25年度までのGoal: 複数のモデル都道府県での成功事例を作り、他の都道府県に広げる 
          モデル都道府県内においても、成功事例を全市区町村に拡大する 

がん検診受診勧奨 研究班モデル事業 

＜H24~25年度＞ 
研究班の支援の
もと 
・モデル市区町 
 村のサポート 

＜25年度以降＞ 
研究班の支援のもと 
 ・モデル市区町村の  
 成功事例を他の市 
    区町村に普及 
 ・他の市区町村に 
    指導を拡大 

最終Goal:  都道府県が自立的・主体的に、市区町村における個別受診勧奨・再勧奨推進を 
       指導する継続可能なシステムの確立 

＜H25年度以降＞ 
・モデル都道府県の成功 
 事例を他の都道府県に 
 普及 
・他の都道府県にサポー 
 トを拡大 

モデル 
市区町村 

モデル都道府県内の市区町村 

市区町村 

全国の都道府県 

他の 
市区町村 

他の都道府県 

モデル 
都道府県 

モデル 
都道府県 

モデル 
都道府県 

－コンサルテーション 
－ツール（リーフレット、マニュア

ルなど）の作成・提供 
－ノウハウ提供 
－がんや検診に関するデータの提供 

－指導的役割 
－コンサルテーション 
－研究班のツールを 
 提供 
－ノウハウ提供 
－モニタリング 

指導・支援 

成功事例の
普及・拡大 

成功事例の普及 

成功事例の
普及・拡大 

指導・支援 



リーフレット開発 

47 



コール・リコールマニュアル 

48 

担当者が‘考えなくてもできる’ように 

 年間のスケジュール 

 予算獲得のために必要な資料、データ 

 これまでの予算で行える工夫 など 

 



都道府県担当者の支援 

49 

都道府県が主体的に市区町村を指導するモデル事業立ち上げを前提に 
 都道府県担当者ワークショップ 

 17都道府県のべ35人参加（2012年8月、9月） 
 都道府県主催の市区町村担当者ワークショップでの講義 

 和歌山県：45人参加（2012年12月） 
 研究班ウェブサイトからの資料提供 
 メーリングリストによるコンサルテーション 
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子どもの教育： 
学研『まんがでよくわかるシリーズ「がんのひみつ」』  



「がんのひみつ」の制作 

51 

がんとともにある社会の実現を目
標に、知識よりもストーリー重視 

 メッセージが読後の印象として残る
ように 

 「がんは身近な病気」  

 「がんになっても社会で活躍できる」  

 「がん予防・がん検診が大切」 

 

 子どもにとっておもしろく、かつ患者
への配慮も行うため、制作の各段
階（構成検討、ストーリ作成、漫画
家選定、シナリオ作成）において、
小学生・中学生やがん患者、専門
医などの意見も取り入れた 



「がんのひみつ」の展開 

52 

 すでに決まっていること 
 学研を通して全国の国公私立小学校（養母学校、聾学校を含む）23,500校、公立図書

館3,000館に寄贈 
 約50タイトルのシリーズの最新刊として同じ棚に並べられる 

 今後の展開（検討中） 
 がん対策推進基本計画「５年以内に、教育活動の実施」を受けての自治体の対策に組

み込む 
  ⇚多くはがん検診と同じ担当者であるため、すでに相談あり 
 学童保育所（約20,000か所、1日利用者数約82万人）、児童館（約4,700館）への設置 
 学研ウェブサイトからのPDF無料配布 



禁煙 

大学生 
「就職を機にたばこをやめよう」 
たばこは就活を不利にする 

資材・メッセージ開発 
・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・対象限定のキャンペーン 
・メディアキャンペーン 
（新聞、TV、サイトなど） 

  資材改良 
・キャンペーン評価 
・「風潮」ベースライン
意識調査（大学生、
企業就職担当） 

  全国展開 
・「風潮」ベースラ 
 イン意識調査（大学
生、企業就職担当） 
・全国キャンペーン 

全国展開／ 
効果測定 

・全国キャンペーン 
・「風潮」意識調査 

がん検診 
都道府県が主体となって 

市区町村をサポートする 

「自立的・継続的な受診 

 勧奨」 

 資材・メッセージ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・乳がん、大腸がん検診 
 「無関心者」「関心者」 
 「意図者」ｽﾃｰｼﾞごとの 
 ﾒｯｾｰｼﾞの開発 
・RCTによる効果検証 

資材開発 
・大腸、五がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・ｺｰﾙ・ﾘｺｰﾙﾏﾆｭｱﾙ 

全国展開 
・都道府県モデル事業 
・ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ事業 

   全国展開 
・都道府県・市区町村 
 ワークショップ 

資材開発 
・乳がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・ｺｰﾙ・ﾘｺｰﾙﾏﾆｭｱﾙ 

資材開発 
・子宮がんﾘｰﾌﾚｯﾄ 
・受診勧奨ハガキ 

    全国展開 
・都道府県ﾓﾃﾞﾙ事業 
・ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ事業 

   効果測定 
・ｺｰﾙﾘｺｰﾙ導入割合 
・受診率 

子どもの教育 
小学生 学研まんがでよく 
わかるシリーズ『がんのひみつ』 
「がんとともにある社会」 

資材・メッセージ開発 
・設定、展開、シナリオ、ラフ原稿、コラム作成 
・各段階で小学生・中学生・患者・がん専門医 
 などにﾋｱﾘﾝｸﾞ 

全国展開／効果測定 
・学研を通し全国の国公私立小学校23,500  
 校、公立図書館3,000館に寄贈（決定） 
・自治体がん対策への組み込み、学童保育 

40歳以上の検査未受診者or自治体担当者 
「肝炎ウイルスの有無を知ろう（一度は検査）」 

肝炎ウイルス検査  資材・メッセージ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査 
・ﾒｯｾｰｼﾞ、資材、普及方法の検討 

40～50歳代男性 
「適正体重を維持しよう」 

野菜・身体活動 × 身体活動 
ﾒｯｾｰｼﾞ開発 

・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
 ﾃｨﾝｸﾞ調査 
 

  野菜摂取 
ﾒｯｾｰｼﾞ開発 

  ・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
 ﾃｨﾝｸﾞ調査 
 

  資材開発 
  ・ｿｰｼｬﾙﾏｰｹ 
  ﾃｨﾝｸﾞ調査 
・全国展開準備 
 

第一段階 
（資材開発） 

第二段階 
（全国展開） 

前身研究班 1年次 
2年次 3年次（予定） 

まとめ 
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